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【背景】 
不妊は古くて新しい健康問題である。子どもを授からない悩みは過去から現在まで数多

の人が経験し、その治療法も発達してきた。1978 年には体外受精による赤ちゃんが世界で
初めて誕生し、現在に至るまで生殖補助医療による妊娠と出産が全世界的に増え続けてい

る。日本では 2022年の出生数のうちおよそ 10%が生殖補助医療によるものであった(1)。不
妊を医学的に解決する技術が発展し普及してきた一方で、不妊に悩む日本の夫婦は増えて

いる。不妊を心配したことのある夫婦の割合は 2015年の 35.0%から 2021年には 39.2%に増
加し、不妊の検査・治療を受けたことのある割合は同期間に 18.2%から 22.7%となった(2)。
しかしながら日本における代表性のある集団を対象とした不妊の有病割合の調査はまだ

2024 年にしか実施されておらず(3)、出生動向基本調査で観察された変化が単に不妊そのも
のの増加を示しているのか、あるいは不妊に対する意識や受診行動の変化を反映している

のかは不明である。少子化対策の一環としての不妊治療への助成や保険適用、また企業によ

る不妊治療支援の取り組みや、社会における不妊治療の広がりは、再生産年齢にある女性の

意識や行動に少なからず影響を及ぼしていると推測される。どのような要因がどのような

機序で、どのような影響を及ぼしているのかについての実態を理解することを目的として、

フォーカスグループ（FG）インタビューおよび質的統合法(4)による分析を実施した。 
【方法】 
「リプロダクティブ・ヘルス／ライツの視点に立った人々の健康や幸せに関する調査」の

一環として 2025年 11月に実施した 8組の FGインタビューのうち 2組のデータを用いた。
本報告で使用したインタビューの対象者はいずれも既婚の経産婦で、一般不妊治療（タイミ

ング法あるいは人工授精）の経験がある 1組 5名と、不妊治療経験のない 1組 4名の合計 2
組 9名である。一般不妊治療で妊娠出産に至る女性は自然妊娠する可能性も高いことから、
これらの２組は妊孕力には大きな違いはないものの不妊治療の利用の有無が異なる組とい

える。インタビューは共同演者（森木）の司会のもと zoom で実施しクラウドで録音した。
調査の実施に先立ち東京大学大学院医学系研究科・医学部倫理委員会に研究審査申請し承

認を得た（2025204NI）。録音データを文字起こしし、「不妊」の増加と関連していると考え
られる部分を抽出して質的統合法を用いて分析した。なお 2026年 3月以降に実施する医師
へのインタビューの結果については当日の報告に追加する予定である。 
【結果】 
文字起こし原稿から、28–231 文字からなる 101 箇所を抽出し、３段階のグループ化を経
て最終的に７つの《事柄：エッセンス》にまとめ、事柄同士の関係を構造化して記述した。

妊活のタイミングを図る《理想と現実：子どもはできれば２人ほしいが仕事や子育てとの兼



 

ね合いによる》段階を経て、《妊活の努力：自分でできることをする》という、性交頻度を

高めたり生活習慣に気をつけたり、基礎体温をつけたり、シリンジ法を使ったりする段階に

至った。続いて《自然任せ：すぐに自然妊娠した》となった人がいる一方で、《私は不妊：

自然妊娠は望めないので医師の勧めに従って治療をステップアップした》という状況に至

る人がいた。妊活や不妊治療にあたっては、《夫との関係：妊活や不妊治療は夫の協力が不

可欠なので難しい》といったようにパートナーとの関係についての苦労も生じた。自分の不

妊を自覚する基盤には、《身体の不安：もともと不安があったので早めにとりあえず病院を

受診した》という状態がある場合もあった。生理不順や多嚢胞性卵巣症候群等の持病があり、

自分は妊娠しにくい体質なのではないかという不安を抱えていることは、早期の受診につ

ながっていた。また《妊娠のつらさ：経験するまでわからなかった》というように、妊娠に

ともなう身体的苦痛についても語られた。 
【考察】 
仕事や子育てとの兼ね合いを考慮して妊活を始める場合にはしばしば、妊活の開始年齢

は結婚年齢よりもさらに高くなる。女性の平均初婚年齢は 2023年には 29.7歳であり(5)、避
妊をやめてから 12ヶ月後までに妊娠しない割合は 24-26歳未産婦で 20%、30-32歳では 34%
であることから(6)、結婚してから妊活を始める場合はかなり高い確率で不妊を自覚するこ
とになる。「私は不妊」と自覚することによって、自然妊娠は諦めて医師任せで妊娠を目指

す姿勢が生まれるが、そのような姿勢をもつに至る基盤として、自らの身体に対する不安が

ある。不妊や不妊治療に関する情報が溢れている状況は、必要な情報を選び取って活用する

機会となる一方で、自らも不妊かもしれないという不安を生じさせやすくしているとも考

えられる。 
なお質的統合法では複数の対象者の語りを部分的に抽出したうえで、事柄としてまとめ

直して構造化する。パズルの断片のように最初は断片的な語りの情報から最終的に統合さ

れたひとつの構造としての事象が可視化されるのが特徴である。異なる人物の経験が異な

る時間軸で交差して理論が再構成され、構造を質的に分析するには適した手法である。一方

で今回の分析で導き出された関係性が個人レベルでの因果関係と対応しているか否かを確

かめるためには、量的データを用いた別の研究が必要となる。 
【文献】 
1.  小西祥子. 第 7講 ジェンダーから見た不妊. 林香里（監修）, 東京大学多様性包摂共創
センター（編者）. 多様な視点からジェンダーを見る：東大オムニバス講義 13講. 東京: 
東京大学出版会; 2025. p. 91–103. 

2.  国立社会保障・人口問題研究所. 現代日本の結婚と出産：第 16回出生動向基本調査（独
身者調査ならびに夫婦調査）報告書 [Internet]. 国立社会保障・人口問題研究所; 2023 Aug. 
https://www.ipss.go.jp/ps-doukou/j/doukou16/JNFS16_reportALL.pdf 

3.  Maeda E, Konishi S, Sunohara S, Jwa SC, Yokota I, Boivin J, et al. Prevalence of infertility 
among nationally representative women in Japan: A cross-sectional survey using a two-stage 
stratified systematic sampling design. Public Health. 2026 Feb;251(106092):106092. 

4.  山浦晴男. 質的統合法入門: 考え方と手順. 医学書院; 2012. 
5.  国立社会保障・人口問題研究所 . 人口統計資料集 2025 [Internet]. 2025 Jan. 

https://www.ipss.go.jp/syoushika/bunken/data/pdf/jinkokenshiryo350.pdf 
6.  Konishi S, Sakata S, Oba SM, O’Connor KA. Age and time to pregnancy for the first child among 

couples in Japan. J Popul Stud. 2018;54:1–18. 


